
令和５年度第２回伊賀市空家等対策協議会議事録 

 

日時  令和６年３月１８日（月）午後１時３０分から 

場所  ２０２・２０３会議室 

出席  浅野委員、西委員、前川委員、中川委員、鈴木委員、奥井委員、 

中井委員、林委員、山本委員、古川委員、田邊委員、宮崎委員 

欠席  池澤委員 

事務局 建設部 前川住宅政策推進監、 

空き家対策室 森口室長、武田主幹、中山主任 

傍聴人 0 人 

 

協議事項 

１．開会挨拶 前川住宅政策推進監 

 

２．報告事項 

（１）空き家バンク事業について（資料１により説明 説明者武田） 

（２）特定空家指導状況について（資料２により説明 説明者中山） 

（３）城下町ホテル事業について（資料３により説明 説明者森口） 

 

（委員長）以上、報告事項について何か質問はありませんか。 

（委員）資料２の改善例の空き家所在地は東条でよいのか。また、令和５年度

実績９件の金額は何の金額か。 

（事務局）東条です。また、令和５年度実績９件の金額は補助金の総額で、正

しくは 5,297,000 円のため修正願います。 

（委員）地域の空き家調査を実施してほしいという依頼が最近ないがどうか。 

（事務局）現状は、市と連携して空き家対策をやっていきたいとお声がけをい

ただいた地区と優先的に取り組みを行っている。地域で空き家の調査を行うほ

か、勉強会を開催するなどの取り組みを行っている。このような取り組みを周

知できていないという課題がある。そのため、今後は、全市的な取り組みにし

たいと考えている。希望があればお声がけいただければ行かせてもらう。 

 

（委員長）以上、今年度の報告事項として事務局から報告いただきました。続

きまして、協議事項について事務局から説明願います。 

 

３．協議事項 

（１）空家等対策の推進に関する特別措置法改正に伴う対応について 

（資料４） 

① 空家等管理活用支援法人（説明者武田） 

（委員長）具体的に今、動き始めているというわけではありませんが、空家等

対策の推進に関する特別措置法改正により、今後、空家等管理活用支援法人を

指定していくということですが、この件に関してご質問ありませんか。 

（委員）こういう制度ができたので、意欲のあるところは手を挙げてください

ということだと思うが、実際に手を挙げてくれるところがあるのだろうか。 

（事務局）国の方針では、空き家の活用・除却等については専門家のノウハウ



を生かし、実行できる提案を示すこととなっている。法人の指定にあたっては、

空き家の問題解決にむけ積極的に取り組んでいることや、活動実績、組織の体

制などを審査基準としたいと考えている。司法書士会や不動産協会、ＮＰＯ法

人等、広く募集を行っていきたいと考えている。 

（委員）我々は特殊法人で法人格がない。個人の有資格者で構成する団体は対

象とならないのか。 

（事務局）法人格を有することが条件となっている。ただし、有効な活動をし

ているところがあれば、国や県にも確認しながら検討を行っていきたい。 

（委員）今後、詳しい情報があれば提供ください。 

（委員）複数団体の指定はできるのか。 

（事務局）まずは 1 者。総合的に対応できる法人を指定したいと考えている。

場合によっては、棲み分けで判断していきたいと思う。２年間という指定期間

の中で評価監督しながら検討していきたい。 

（委員）オールマイティは難しく、餅は餅屋としたほうが有効的と考える。1 者

に絞るとできるのかという不安がある。 

（事務局）ニーズも聞いたうえで整理していきたい。 

 

② 管理不全空家に対する指導（説明者中山） 

（委員）従来の特定空家に加え、放置すれば特定空家になる可能性のある空き

家を管理不全空家として指導できるようになったということか。 

（委員）市としてはどのように指導するのか。空き家所有者には、いきなり管

理不全空家に認定されたということで指導がいくのか。また、不服申し立ての

ようなことができるのか。 

（事務局）手順としてはまず、職員が現地調査を行い国のガイドラインに基づ

き点数をつける。点数により「特定空家等」「管理不全空家等」に認定すること

になる。管理不全空家に認定されると法に基づき指導という流れになる。 

（委員）指導されると固定資産税の住宅用地特例が解除されるのか。 

（事務局）そのレールには乗るが、指導してもなお改善が見られない場合、法

13 条 2 項の「勧告」となり、固定資産税の住宅用地特例が解除されるという流

れになる。 

（委員）相続人が複数名いる場合、固定資産税の税情報と共有できているのか。 

（事務局）空家等対策の推進に関する特別措置法により、固定資産税の情報が

請求できるので開示してもらっている。 

（委員）それであれば相続人が特定しやすい。 

（事務局）税からの情報は納税管理人だけになるので、相続人が複数名いる場

合は、税の情報だけというわけにはいかない。そのため戸籍等によりさらに調

べていかなければならない。 

（委員）納税状況が分かれば、そこに居住しているということになる。 

（事務局）ほとんどの場合は、それで納税管理人の住所が判明する。 

（委員）不動産業者が扱っている場合は空き家に該当するのか。 

（事務局）売却を目的に管理している場合は、空き家には当てはまらない。空

家等対策の推進に関する特別措置法の空き家の定義には当てはまらない。 

（委員長）特定空家だけでも判定するのが大変なのに、制度改正により新たに

管理不全空家というものができ、さらに大変になってくるとは思いますがよろ

しくお願いします。 

 



③ 空家等活用促進区域の指定について（説明者森口） 

（委員）狭あい道路促進事業について、伊賀市は取り組みを行っていないが、

なぜ行わないのか、都計法の基準を緩和しなくても推進していける。 

（事務局）10 年ほど前、議会でも取り上げられた。今後も検討が必要な事業と

考えている。接道がなくても建築可能となるため、指定した区域としていない

区域、空き家か空き家でないかによるため、公平性を検討していく必要がある。

このことについては、様々な方面から検討していかなければいけないので、関

係部署や県とも協議していく必要がある。 

（委員）空き家のみが適応されるのか。 

（事務局）空家等対策の推進に関する特別措置法の改正に伴うものなので、対

象は空き家となる。 

（委員）接道していないと火災などの災害時にどう対応していくのか等、問題

も出てくるのではないか。 

（事務局）県との協議が必要となってくるが、規制緩和に代わるような条件が

ないと認められないことが想定される。 

（委員）コスト的な問題も発生しないか懸念している。 

（事務局）そこも含めて県と協議を行っていきたいと考えている。 

（委員）中心市街地以外は空家等活用促進区域に指定されないのか。 

（事務局）郊外の点在土地は対象とならないが、他の地域も検討していきたい。 

（委員長）現行の制度との整合性もあるので、慎重に検討していく必要がある。

この制度は、特定行政庁に指定されているところであれば、取り組みやすいか

もしれないが、伊賀市の場合はそうではないので、県との整合性を問われるた

めハードルが高いと思われる。指定するのであれば、区域も含め県とも十分協

議を行うようにしてください。 

以上、空き家法の改正により、伊賀市として取り組んでいく 3 つのことにつ

いて、今後、動いていく可能性があります。事務局で検討いただき、動いてい

くようであれば本協議会にも共有してください。 

 

（２）特定空家対策について（説明者中山） 

（委員）今までの協議会にあがっていなかった案件ですが、昨年の台風により

急速に空き家の状態が悪化したのですか。 

（事務局）そのとおりです。 

（委員）スケジュールを見ると代執行はずいぶん先のことになっているが、写

真を見る限り大変な状態になっている。今後、台風が来ても大丈夫か。 

（事務局）その点については懸念している。そのため、隣家からも苦情が寄せ

られている。資料は最速のスケジュールになっている。今回の法改正により新

たに創設された「緊急代執行」を行うことも可能であるが、市としては所有者

がいるため、手続きは慎重に進めていきたいと考えている。本協議会で代執行

もやむを得ないとするのか、委員方々のご意見を伺いたい。 

（委員）関係法令では代執行できるとなっている。しなければならない、では

ないので義務ではない。このまま放置すると、市民の生命財産に危険を及ぼす

と考えるとすると、ある一定のところを超えると代執行をしなければならない

義務が生じると考える。 

代執行をする、しないは市の判断となるが、ここまでの状態になれば、やら

ないことがかえって危険性を助長することになることにつながっていく。10 年

前から報告を受け、所有の調査や指導等を行ってきたとしても、代執行するこ



とができるのに、実施しなかったということになる。また、所有者が、解体費

用を捻出することができないとなると、被害を受けた方が誰を選択してどこか

らとるのか、市は訴えられる可能性がある。 

代執行することが違法か不当かといわれるとそうではない。むしろ、代執行

に要する費用の回収のための努力をし続けていかなければならない。 

（事務局）リスクがあることを理解した。やむを得ずに実施する方向で進めて

いきたい。 

（委員）相続人のさらに下にはまだいるのか。そこから費用の回収ができれば

と思うが。 

（事務局）相続人はいずれも 50～60 代でさらにその下にもいるが、現在のとこ

ろ、その下にまでとは考えていない。 

（委員長）委員の皆さんのご意見もいただき、行政代執行やむなしということ

とします。 

４．その他 

（事務局）空家等管理活用支援法人や空家等活用促区域については、来年度し

っかりと検討を行い、次回の協議会で検討結果等について示したい。 

 

（委員長）以上をもちまして令和５年度第２回空家等対策協議会を終了します。 


